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学位授与の要件 学 位 規 則 第 5条 第 2項 該 当
学 位論 文題目 会計政策 と簿記の展開
(主 査)
論 文 調査 委員 教 授 田 杉 競 教 授 大 橋 隆 憲 教 授 降 旗 武 彦
論 文 内 容 の 要 旨
本研究は ｢会計政策と簿記の展開｣ と題されているが, 次のごとき五つの部分からなる｡ (1)企業の財
務 ･金融政策によって規定される会計政策, とくに減価償却についての実証分析 (第1-6章), (2)会計
理論に関する経済学的批判および減価償却の金融効果のモデル分析 (第7-9章), (3)いくつかの会計理
論に関する検討と政策的提言 (賓lo-16章), さらに(4)会計の技術的システムとしての簿記に関する新理
論の検討 (第17-19章), 最後に(5)簿記, 会計史の研究 (第20-25章) をふくむ｡
企業活動の計算的把握を行なう会計に関して従来とも多くの会計原則が主張され, また税法上の規則に













よるドイツ型 (静態論) とドー マー ･ アイスナ- によるアメリカ型 (静態論) を対比し, その関連を明ら




第10-16章は, 特別償却, 納税延期, 粉飾決算などについて不公平を是正する若干の提言を行なう｡ 次
いで簿記に関する新理論については第17-19章で, 多重分類簿記, 中国式簿記, および行列簿記を論ずる｡
最後の20-25章では, 外国およびわが国における簿記 ･会計史について興味ある知見を発表している｡
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
従来多くの会計学研究がほとんど会計原則とそれを基礎づける会計理論の説明に終始していたのに対













るものが, 財務 ･金融政策だけであるのか, その他の経営政策もまたそれに影響を与えるのではないか,
これを論証する必要があると思われる｡
以上, 若干の問題を残すにせよ, 本研究は現在のわが, 会計学の水準からみて優れた研究といえる｡
よって, 本論文は経済学博士の学位論文として価値あるものと認める｡
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